
　消費税増税とあわせて決められた2.5%の年金引き
下げが今年4月に終わると、「マクロ経済スライド」
がはじまります。この制度は高齢者の平均余命の伸
び(0.3％)と現役人口の減少(0.6％程度)を合わせた
率で年金額を毎年下げていく仕組みです。
　政府は、年金をこれから30年間、毎年下げつづけ
ることを計画しています。基礎年金部分は約30%の
低下です。これでは、大半の人が年金で生活するこ
とができません。こんな国民生活を破壊する暴挙は

なんとしても止めさせましょう。
　政府は、現在65歳からになっている年金の支給開
始年齢の先延ばしや、20歳～60歳まで40年間払い
続ける保険料の納付義務期間の延長を検討するな
ど、さらなる年金改悪を狙っていいます。
　さらに、厚生年金と国民年金の積立金を市場で運
用する年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）
の運用比率を12％から20％台半ばに引き上げ、年金
基金を大企業のために運用しようとしています。

　老齢基礎年金だけの人は800万人、その年金額は
月約５万円です。高齢者の大半は低年金者です。す
べての人が安心して老後を暮らすためには、最低保
障年金制度が欠かせません。
　非正規労働者が40%。低賃金は深刻です。年金額
は現役時の賃金額を反映します。最低保障年金がな
ければ安心した老後の暮らしができせません。年金
はすべての国民にとって重大な問題です。

　これ以上年金が下げられたら暮らしていけない。毎年の
ように下げられるなかで、年金者から悲痛な声が上がって
います。若い人のあいだにも老後の不安が広がっていま
す。雇用が不安定で保険料の負担も大変です。
　ところが、あらたな改悪で年金は今後30年間も下げ続け
られようとしています。低年金の人も含めて一律です。
　保険料を納める期間の延長や、支給開始年齢の引き上げ
など、これ以上の年金改悪は許せません。最低保障年金
や、年金の底上げこそ必要です。
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社会保障財源は消費税に頼らず、大企業や富裕層に適切な負担で
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「マクロ経済スライド」反対！さらなる制度改悪は許さない！

すべての国民の切実な願い　最低保障年金制度の実現を
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全国労働組合総連合・全日本年金者組合・中央社会保障推進協議会

１．安心の老後を保障するため、全額国庫負担の最低保障年金
制度を早急に実現してください

２．年金を毎年下げ続けるマクロ経済スライドを廃止してくだ
さい

３．年金の支給開始年齢引き上げ、保険料の納付義務期間延長
など、さらなる年金改悪は止めてください

４．社会保障財源は、消費税ではなく、大企業や富裕層に適切
な負担を求め、ムダな公共事業や軍事費を減らすことで確
保してください

　消費税の増税や円安による物価上昇で、庶民の暮らしは苦しくなる
ばかりです。法人税減税など大企業優遇の一方で、社会保障は改悪が
つづき、貧困と格差がますます広がっています。
　とりわけ年金では、マクロ経済スライドという仕組みを使って30年
の間下げつづけるなど、許すことはできません。これでは老後の暮ら
しは成り立ちません。若者の年金離れや未納の拡大も懸念されます。
　いま必要なことは、安定した雇用を保障し、社会保障を充実させる
ことです。若者も高齢者もだれもが安心できる年金の実現が強く求め
られます。
　必要な財源は所得の低い人ほど負担の重い消費税ではなく、大企業
や富裕層に適切な負担を求め、ムダな大型公共事業や軍事費を減らし
て確保すべきです。
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